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ギャンブル等依存症対策における各地域の包括的な連携協力体制の構築等について 

 

 

障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃よりご尽力いただき、厚く御礼申し上げ

ます。 

さて、ギャンブル等依存症対策については、別添の「ギャンブル等依存症対策における

各地域の包括的な連携協力体制の構築について」（令和元年９月 17日付け障発 0917 第

４号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）において、「ギャンブル等依存症対

策連携会議」（以下、「連携会議」という。）の設置・開催をお願いしてきたところで

す。また、令和７年３月に閣議決定により変更された「ギャンブル等依存症対策推進基本

計画（以下「基本計画」という。）」では、都道府県及び政令指定都市（以下「都道府県

等」という。）において、地域の関係機関が参画する包括的な連携協力体制の構築及び連

携協力をより一層推進することが求められているところです。 

つきましては、各都道府県等におきましては、下記にご留意いただき、包括的な連携協

力体制の構築等を図っていただきますようお願いします。 

なお、本通知における連携会議の考え方は、アルコール、薬物に係る依存症対策におけ

る連携会議においても同様であることを申し添えます。 

 

記 

 

１．基本計画や地域の実情等を踏まえた連携会議の開催等について 

 基本計画では連携会議について、基本計画や地域の実情等を踏まえ連携会議を開催

し、各地域における取組を促す、特に、多重債務問題への対応の観点から司法書士会

等、また、若年者への啓発の観点から各都道府県の教育委員会等の積極的な参画を促進

すること、とされました。 

都道府県等におかれては、司法書士会や教育委員会等との連携も含め、これらの取組

を着実に実施することで、連携協力体制のもと、包括的な支援を推進していただきます

ようお願いいたします。 



２．政令指定都市における連携会議の開催等について 

令和６年９月末時点の調査によれば、一部の政令指定都市において、連携会議が設

置・開催されていない状況にあります。連携会議を開催していない政令指定都市におか

れては、別添の通知についてご留意いただき、開催について積極的にご検討いただくよ

うお願いいたします。 

なお、すでに各都道府県が開催する連携会議に参画し、当該連携会議において政令指

定都市の取組状況について報告をするなどにより、関係機関で政令指定都市を含めた問

題意識などの共有ができており、改善点や対応方法を議論している場合、当該政令指定

都市においても連携会議を設置しているものとしていただいて構いません。 
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